
① 中小企業が企業型DCを導入する必要性
② 企業型DCと他の年金制度との比較
③ 企業型DCの制度内容とメリット・デメリット
④ 導入プロセスと留意点
⑤ 資産運用と投資教育
⑥ 導入パターン・成功事例と企業型DCの社会的意義

ウィズ・パートナー社会保険労務士事務所
社会保険労務士・ファイナンシャルプランナー

林　　勲

企業型確定拠出年金は、従業員の福利厚生を目的とした公的年金にプ
ラスして年金がもらえる制度。今回は、企業型DCと他の年金制度を
比較してみます。

企業型ＤＣと
他の年金制度との比較

中小企業の
「企業型確定拠出年金 DC」講座

採用・定着
につながる第2回
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　中
小
企
業
に
最
適
な

　選
択
と
は

　

中
小
企
業
が
導
入
で
き
る
退
職
金
・

年
金
制
度
に
は
い
く
つ
か
選
択
肢
が
あ

り
ま
す
が
、
代
表
的
な
も
の
と
し
て
、

①　

中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度

②　

選
択
制
・
総
合
型
Ｄ
Ｂ

③　

選
択
制
・
企
業
型
Ｄ
Ｃ

の
３
つ
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

今
回
は
、
こ
れ
ら
３
つ
の
制
度
の
メ

リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
を
比
較
し
、
中

小
企
業
に
最
適
な
制
度
を
検
討
し
て
い

き
ま
す
。

　中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
の

　メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

　

中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
（
中
退

共
）
は
、
国
が
援
助
す
る
中
小
企
業
向

け
の
退
職
金
共
済
制
度
で
す
。

　

会
社
が
月
々
の
掛
金
を
納
付
し
、
従

業
員
が
退
職
時
に
一
時
金
と
し
て
受
け

取
り
ま
す
。

①
　
国
の
助
成

　

新
規
加
入
や
掛
金
増
額
時
に
国
か
ら

助
成
が
あ
り
ま
す
。

②
　
事
務
負
担
が
少
な
い

　

掛
金
は
口
座
振
替
で
納
付
さ
れ
、
資

産
運
用
も
共
済
機
構
が
行
な
う
た
め
、

管
理
が
簡
単
で
す
。

③
　
退
職
金
の
確
実
性

　

退
職
金
は
国
が
保
証
す
る
た
め
、
会

社
の
経
営
状
態
に
関
わ
ら
ず
受
給
で
き

ま
す
。

①
　
利
回
り
が
低
い

　

法
令
で
定
め
ら
れ
た
予
定
運
用
利
回

り
が
１
％
と
低
い
た
め
、
資
産
を
大
き

く
増
や
す
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

②
　
掛
金
の
上
限
が
小
さ
い

　

掛
金
の
上
限
が
月
額
３
万
円
と
、
総

合
型
Ｄ
Ｂ
や
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
比
べ
て
小

さ
い
で
す
。

　

利
回
り
が
低
い
こ
と
と
相
ま
っ
て
、

高
額
の
退
職
金
を
準
備
す
る
こ
と
は
困

難
で
す
。

③
　
社
長
・
役
員
は
加
入
で
き
な
い

　

社
長
・
役
員
は
加
入
対
象
外
の
た

め
、
役
員
の
退
職
金
準
備
に
は
別
の
対

策
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

④
　
従
業
員
の
認
識
不
足

　

従
業
員
に
よ
っ
て
は
、
会
社
が
掛
金

を
掛
け
て
い
る
こ
と
を
認
識
し
て
お
ら

ず
、
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
向
上
に
繋
げ

ら
れ
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　選
択
制
・
総
合
型
Ｄ
Ｂ
の

　メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

　

総
合
型
Ｄ
Ｂ
は
、
複
数
企
業
で
共
同

運
営
す
る
確
定
給
付
企
業
年
金
で
す
。

　

選
択
制
の
場
合
、
給
与
の
一
部
を
そ

の
ま
ま
給
与
と
し
て
受
け
取
る
か
、
確

定
給
付
年
金
の
掛
金
と
す
る
か
従
業
員

が
選
ぶ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

掛
金
に
対
す
る
将
来
の
受
取
額
が
約

束
さ
れ
て
い
る
反
面
、
会
社
が
運
用
リ

ス
ク
を
負
い
ま
す
。

①
　
税
制
優
遇

　

掛
金
は
全
額
非
課
税
で
す
。
所
得
税

や
住
民
税
の
対
象
外
と
な
り
、
社
会
保

険
料
の
算
定
基
準
に
も
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
そ
の
運
用
益
も
全
額
非
課
税

と
な
り
ま
す
。

②
　
年
金
額
が
確
定
し
て
い
る

　

将
来
の
年
金
額
が
確
定
し
て
い
る
た

め
、
安
心
感
が
あ
り
ま
す
。

③
　
社
長
・
役
員
も
加
入
可
能

　

社
長
・
役
員
も
加
入
で
き
、
内
部
留

保
で
準
備
す
る
よ
り
も
効
率
的
に
退
職

金
を
準
備
で
き
ま
す
。

　
メ
リ
ッ
ト

　
デ
メ
リ
ッ
ト

　
メ
リ
ッ
ト
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④
　
運
用
の
負
担
が
な
い

　

年
金
は
基
金
で
一
括
し
て
管
理
さ
れ

る
た
め
、
運
用
に
際
し
て
会
社
側
に
事

務
負
担
は
生
じ
ま
せ
ん
。

①
　
利
回
り
が
低
い

　

損
失
が
出
な
い
よ
う
、
安
全
資
産
で

運
用
す
る
た
め
、
利
回
り
は
０
・
３
～

０
・
５
％
程
度
と
低
く
、
資
産
を
大
き

く
増
や
す
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

②
　
追
加
掛
金
の
発
生
リ
ス
ク

　

運
用
不
振
や
、
加
入
し
て
い
る
事
業

所
の
掛
金
未
納
等
に
よ
り
、
積
立
不
足

が
発
生
し
、
追
加
掛
金
が
必
要
に
な
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

③
　
導
入
コ
ス
ト
が
高
い

　

加
入
手
続
き
や
運
営
コ
ス
ト
が
高

く
、
小
規
模
企
業
に
は
負
担
が
大
き
い

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　選
択
制
・
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の

　メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

　

企
業
型
Ｄ
Ｃ
は
、
企
業
が
掛
金
を
拠

出
し
、
従
業
員
が
自
ら
資
産
運
用
を
行

な
う
確
定
拠
出
年
金
で
す
。

　

選
択
制
の
場
合
、
給
与
の
一
部
を
そ

の
ま
ま
給
与
と
し
て
受
け
取
る
か
、
確

定
拠
出
年
金
の
掛
金
と
す
る
か
従
業
員

が
選
ぶ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

運
用
リ
ス
ク
は
従
業
員
が
負
い
、
会

社
は
リ
ス
ク
か
ら
解
放
さ
れ
ま
す
。

①
　
税
制
優
遇

　

掛
金
は
全
額
非
課
税
で
す
。
所
得
税

や
住
民
税
の
対
象
外
と
な
り
、
社
会
保

険
料
の
算
定
基
準
に
も
含
ま
れ
ま
せ

ん
。
ま
た
、
そ
の
運
用
益
も
全
額
非
課

税
と
な
り
ま
す
。

②
　
自
由
な
運
用
に
よ
る
資
産
増

　

従
業
員
は
、
運
用
商
品
を
自
ら
選
択

す
る
こ
と
が
で
き
、
長
期
の
運
用
で
資

産
を
大
き
く
増
や
す
こ
と
も
可
能
で

す
。
過
去
の
実
績
か
ら
は
、
年
平
均
利

回
り
４
～
５
％
超
も
達
成
可
能
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

③
　
社
長
・
役
員
も
加
入
可
能

　

社
長
・
役
員
も
加
入
で
き
、
内
部
留

保
で
準
備
す
る
よ
り
も
効
率
的
に
退
職

金
を
準
備
で
き
ま
す
。

④
　
会
社
の
運
用
リ
ス
ク
が
な
い

　

会
社
は
運
用
リ
ス
ク
を
負
わ
な
い
た

め
、
総
合
型
Ｄ
Ｂ
の
よ
う
に
追
加
掛
金

の
拠
出
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま

せ
ん
。

⑤
　
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上

　

継
続
的
に
投
資
教
育
を
実
施
す
る
こ

と
で
、
従
業
員
の
金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
を

向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①
　
60
歳
ま
で
引
出
し
不
可

　

Ｄ
Ｃ
資
産
は
原
則
60
歳
ま
で
引
き
出

せ
ま
せ
ん
。

②
　
従
業
員
が
運
用
リ
ス
ク
を
負
う

　

受
取
額
は
従
業
員
の
運
用
次
第
と
な

り
、
運
用
リ
ス
ク
は
従
業
員
が
負
う
こ

と
に
な
り
ま
す
。

③
　
継
続
的
な
投
資
教
育
が
必
要

　

従
業
員
が
安
定
的
か
つ
効
率
的
な
資

産
運
用
が
で
き
る
よ
う
、
継
続
的
に
投

資
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
が
会
社
に
求

め
ら
れ
ま
す
。

　選
択
制
・
企
業
型
Ｄ
Ｃ
が

　最
適

　

中
小
企
業
が
退
職
金
や
年
金
制
度
を

導
入
す
る
際
に
は
、
前
述
の
メ
リ
ッ

ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
を
総
合
的
に
考
慮
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

中
退
共
や
選
択
制
・
総
合
型
Ｄ
Ｂ
は

給
付
額
の
確
実
性
は
あ
り
ま
す
が
、
利

回
り
が
低
く
、
同
額
の
掛
金
で
も
選
択

制
・
企
業
型
Ｄ
Ｃ
に
比
べ
て
受
取
額
が

か
な
り
少
な
く
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
中
退
共
は
社
長
・
役
員
が
加

入
で
き
な
い
た
め
、
全
社
的
な
制
度
と

し
て
は
不
十
分
で
す
。
総
合
型
Ｄ
Ｂ

は
、
運
用
不
振
等
に
よ
る
不
足
金
の
発

生
で
、
会
社
に
追
加
掛
金
が
発
生
す
る

リ
ス
ク
が
懸
念
材
料
で
す
。

　

そ
の
点
で
、
選
択
制
・
企
業
型
Ｄ
Ｃ

は
、
利
回
り
が
高
く
、
役
員
を
含
め
た

全
従
業
員
が
参
加
で
き
ま
す
。

　

会
社
が
リ
ス
ク
を
負
う
こ
と
が
な
い

点
も
安
心
で
す
。

　

投
資
教
育
が
必
要
と
な
り
ま
す
が
、

こ
れ
は
金
融
機
関
な
ど
が
提
供
す
る
セ

ミ
ナ
ー
や
コ
ン
テ
ン
ツ
を
活
用
す
れ
ば

よ
い
で
し
ょ
う
。

　

資
産
運
用
に
１
０
０
％
の
正
解
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
中
小
企
業
に
最
適
な
企

業
年
金
制
度
は
、
選
択
制
・
企
業
型
Ｄ

Ｃ
だ
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。　
　
　

●▲

　
デ
メ
リ
ッ
ト

　
デ
メ
リ
ッ
ト

　
メ
リ
ッ
ト

は
や
し
　
い
さ
お　

ウ
ィ
ズ
・
パ
ー
ト
ナ
ー
社
会
保
険
労
務
士
事
務
所
代
表
。
東
京
大
学
卒
業
後
、
三
菱
信
託
銀
行
（
現
：
三
菱
Ｕ

Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
）に
て
30
年
以
上
企
業
年
金
の
法
人
セ
ー
ル
ス
に
従
事
。退
職
金
制
度
・
企
業
年
金
制
度
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
。

■中退共、選択制・総合型ＤＢ、選択制・企業型ＤＣの比較

会社

×
(会社掛金は損金扱い)

従業員

○

従業員

○

掛金

税金・社会保険料の削減

会社
あり

会社
あり

従業員
なし

運用リスクの所在
会社の追加掛金リスク

１％
８３９万円

0.5%
７７７万円

５％
１，６６５万円

利回り
掛金月額：２万円
30年後の資産額（元本720万円）

選択制・
企業型ＤＣ

選択制・
総合型DB中退共


